
第３節 持続可能な食品産業への転換と消費者の理解醸成の促進

１ 現状の課題と政策の方向

２ 関東管内の取組状況

持続可能な食料システムの構築のため、フードチェーンをつなぐ食品産業においても、

持続可能な方法で生産された原材料を使用し、食品ロスを削減するなど、環境や人権に配

慮した持続可能な産業に移行することが求められている。また、このような取組の重要性

について消費者の理解を深め、環境や持続可能性に配慮した消費行動への変化を促してい

くことも重要である。

（1）持続可能な食品産業への転換

（食品ロス削減の取組）

農林水産省では環境省とともに、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、 CO₂

排出量削減の観点から、「エネルギー利用の推進」や「焼却・埋立の削減」、「社員食堂

等からの食品廃棄物削減」の重要性を明らかにするため、令和６（2024）年２月に食品循

環資源の再生利用等の促進に関する法律に基づく基本方針の改定を行った。

食品廃棄物等多量発生事業者（年間発生量100ｔ以上の事業者）の食品廃棄物の再生利用

実施割合では、再生利用等（再生利用、減量、熱回収）は91％と高い水準となっている。

今後は食品廃棄物等多量発生事業者以外の事業者に対しても、食品廃棄物等の発生抑制

の取り組みや、基本方針において業態毎に設定されている目標に沿った食品循環資源の再

生利用等の促進を図っていく。
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資料：食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律に基づく令和４年度定期報告より抜粋
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（取組の概要）

農林水産省は、ポスターなど普及啓発資材を活用した消費者に対する食品ロス削減のた

めの啓発活動を行う小売・外食事業者や事業者へ食品ロス削減の普及啓発を呼びかける地

方自治体への募集を行い、消費者に対する食品ロス削減のための啓発活動について、令和

５年度は締め切りまでに109事業者、84自治体より応募があった。

関東管内では啓発資材を利用した取組の応募が47件（26事業者、21自治体）あり、

「てまえどり」等の推進により食品ロス削減の取組が図られた。

（事例）食品ロス削減の取組の紹介（東京都）
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（食品ロス削減の取組）

近年、国内外でプラスチックの持続的な利用が課題となっている中、農業・食品産業分

野においても、多くのプラスチック製品を活用していることから、積極的に対応していく

必要がある。

農林水産省では、農林水産・食品産業の業界団体・企業から、プラスチック資源循環に資

する自主的取組を「プラスチック資源循環アクション宣言」として広く公募し、ＨＰで紹介

し、それらの取組の発信を通じて国民一人一人の意識を高めていくこととしている。

（取組の概要）

関東管内においては、「プラスチック資源循環アクション宣言」に累計56件の応募があっ

た。
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（事例）プラスチック使用量を抑制したごみ袋 nocoo［ノクー］の開発・普及（東京都）

（取組の概要）

ポリエチレン原料に天然ライムストーン（石灰石）を配合することにより、仕様は

そのままに従来の100％ポリエチレン製よりもプラスチック使用量を約20％抑制した

製品が nocoo である。リサイクルに回らず焼却されることとなるごみ袋は、従来品か

ら nocoo に置き換わることで焼却時のCO₂排出量が約20％削減される。

（取組の実績と目標）

市販の自社製品の nocoo への置き換えを積極的に進めており、2022 年度は、約

5,000トンを100％ポリエチレン製から nocoo に転換、2020年度比でCO₂排出量を

3,140トン余りを削減した。この後さらに普及を推進し、2025年度までに年間

14,000トン以上を nocoo によるものとし、CO₂排出量8,800トン削減を目指す。

nocoo は自治体の指定袋・推奨袋の材質として認定を受けており、2023年度まで

に全国４自治体にて導入され、関東管内では渋谷区にて導入されている。

【渋谷区推奨ごみ袋】

（２）ムリ・ムダのない持続可能な加工・流通システムの確立

加工・流通段階では、データ・AIの活用による流通の合理化や、食品製造・加工、小売、

外食の労働生産性の向上等が課題となっている。電子タグを活用した商品・物流データの

連携や需給予測システムの構築、ロボットを活用した加工・調理の自動化・非接触化によ

り、流通・加工の効率化とともに、食品ロスの削減を目指すこととしている。

（取組の概要）

農林水産省では、ロボット、AI、IoT等の先端技術の導入支援や、その技術の橋渡し役

となるシステムインテグレーター（SIer）との接点づくりの促進を図ることにより、食品

産業におけるイノベーションを創出し、食品産業の生産性向上を推進している。
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（事例）使用後食器の浸水・ラッキング工程の自動化に向けたロボット開発（東京都）

食器を扱う多くの店舗では従業員が手で、使用後の食器を浸水し、取り出しラッキ

ングをしている。心理的負担もかかるこの作業を軽減し、生産性と労働環境を改善す

るため、店舗でも稼働できる小型ロボットを開発した。

画像認識カメラと光学式の触覚センサーを活用し、把持制御を高精度化したロボッ

トフィンガーハンドによる店舗食器洗浄作業の生産性向上を行った。導入したロボッ

トハンドは、汚れて見えない浸漬槽の中、十何種類もの食器が色々な形で重なってい

る状況で認識をして、画像や触覚センサーから得られた情報をAIなどを駆使して処理、

一つ一つ掴んで持ち上げ、その後ラックに並べる。シンクの中が見えないため、画像

認識だけでは難しく、触覚センサーと、さらに持ち上げる指の形も工夫を重ね、実現

した。また、厨房が狭いため、人と一緒に作業できるようにするためのスリム化や、

周囲にぶつからないような動きの開発、そしてタッチパネルでの操作性などを向上し、

店舗の特殊な環境に実装できる形になった。

ピークタイムに洗浄時間として必要になる時間が、523秒から289秒に短縮できるこ

とが可能となった。標準店舗で１日中稼働させることを想定した場合、人時生産性は

101.7％となることが見込まれる。

【開発したロボットによる洗浄作業】

（３） 食品ロスの削減の推進

農林水産省では、コロナ禍から平時に移行する中、食品ロス量も増加に転じる可能性が

あるため、引き続き事業系食品ロスの削減に向けた取組を推進している。

食品ロス削減の取組を行った上で発生する賞味期限内食品については、フードバンクや

こども食堂への寄附が進むよう企業とフードバンクとのマッチングやネットワークの構築

を官民協働で推進し、経済的弱者支援にも貢献することを目指している。

（取組の概要）

国の災害用備蓄食品について、食品ロス削減や生活困窮者支援等の観点から有効に活用

するため、農林水産省では「国の災害用備蓄食品の提供ポータルサイト」を設置し、更新

により災害用備蓄食品としての役割を終えたものを、原則としてフードバンク団体等に提

供している。

関東管内で役割を終えた災害用備蓄食品について、下記のとおり関東管内のフードバンク
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個数賞味期限提供品目提供（保管）場所

600食令和５年９月、10月レトルトパックごはん関東農政局

100食令和５年９月、10月レトルトパックごはん関東農政局茨城県拠点

100食令和５年９月、10月レトルトパックごはん関東農政局栃木県拠点

100食令和５年９月、10月レトルトパックごはん関東農政局群馬県拠点

100食令和５年９月、10月レトルトパックごはん関東農政局千葉県拠点

100食令和５年９月、10月レトルトパックごはん関東農政局東京都拠点

100食令和５年10月レトルトパックごはん関東農政局神奈川県拠点

100食令和５年10月レトルトパックごはん関東農政局山梨県拠点

100食令和５年10月、11月レトルトパックごはん関東農政局長野県拠点

48食令和５年７月さんま味噌煮缶詰印旛沼二期農業水利事業所

100食令和５年８月アルファー米茨城中部農地整備事業所

（４）消費者の環境や持続可能性への理解情勢

関東農政局では、消費者の環境や持続可能性への理解醸成を促す取組として、消費者との

意見交換会などの機会を捉え、環境や持続可能性に対する消費者の意識を把握するためのア

ンケート調査を実施した。その結果、「日頃から関心を持っていることは何か？」という質

問に対し、「環境保全」、「エシカル消費」との回答の合計は約４割となった。関東農政局

からの説明等の周知を受けてからの意識変化については「説明を受けて、環境負荷低減の行

動に取り組みたい。」との回答が95%を占めた。

また、個別のコメントとして「これまで脱炭素の見える化に意識が低かったので、知識を

高め実践を促したい。」、「環境負荷低減を意識していきたいと思いました。」などがあっ

た一方で、「手間がかかるから取り組みたいと思わない。」と回答も少数あり、引き続き、

消費者への周知を行い、理解を醸成しながら、行動変容を促していくことが必要である。

＊「国の災害用備蓄食品の提供ポータルサイト」

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/recycle/syoku_loss/portal.html

（農林水産省）
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